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見直し額

廃棄物最終処分場対策事業 ○ 3 20 1 ○ 1,998 1,998 ○ ○ ○ ○

最終処分場安定化研究事業 ○ 20 3 1 ○ 5,031 5,031 ○ ○ ○

(財)福井県産業廃棄物処理公社運営資金貸付金 ○ 57 29 1 ○ 281,305 318,175 △ 36,870 ○ ○ ○

産業廃棄物不法投棄対策事業 ○ ○ 3 20 4 ○ 27,368 22,734 4,634 ○ ○ ○ ○

敦賀市民間最終処分場抜本対策事業 元気な県政 ○ 12 11 1 ○ 2,435,215 79,503 1,767,757 587,955 ○ ○ ○ ○

リサイクルの推進 元気な県政 ○ ○ 20 3 2 ○ 3,238 3,238 ○ ○ ○ ○ ○ △ 1,883

廃棄物処理計画策定事業 元気な県政 ○ 21 2 1 ○ 1,253 1,253 ○

9 6 2 1 11 5 2 2,755,408 84,534 2,108,666 562,208 2 1 1 2 2 1 2 4 1 7 1 △ 1,883

平成２２年度事務事業評価結果(課・室)総括表

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 成果指標2結果分類 評価に基づく今後の対応

福井元気宣言の位置付け
平成

２２年度
予算額

 財源内訳事務区分 成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

一般会計

（単位：千円）循環社会推進課

会計区分

課・室名



別紙1

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 廃棄物対策 G

1 □ ■ 3 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 ■

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

2,905 2,546 2,223 2,244

2,905 2,546 2,223 2,244

2,686 2,240 2,050 2,079

23 21 21 21

87 95 90 95

3 1 2 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

平均伸び率

廃棄物最終処分場対策事業 含まれる事業数

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

1,998

行政検査の検体数

事業効果

終期の見直し□ 縮　　減

区　　　　　　分

1,998

[事業の評価]

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

基準不適合指導件数 0 △ 29.2% （指導件数は減っていくほうが良い）

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

基準適合率成果の推移

活動

指標

（単位：千円）

100 基準適合検体数÷検査検体数

25

区　　　　　　分

結果分類目標値、指標の積算根拠等

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他 法定受託事務

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 循環社会推進

事　業
開　始
年　度

事      業      名

□ □

休　　止

そ の 他廃　　止 □

□ 完　　了□

　地域住民の生活環境に対する安全・安心を確保するため、引き続き実施する。
整理統合

千　円見　直　し　額

評価に基

づく今後

の 対 応

拡　　充 □
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■

財源内訳

継　　続

　廃棄物最終処分場について行政検査を実施することは、地域住民の生活環境への不安の解消に
つながるものであり効果が高い。

□

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

2.6%

3.7%

国　庫

県　単

その他

△ 8.8%

△ 8.8%

△ 10.5%

２２年度

1,998

1,998

1,700

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

地域住民の生活環境の保全を図るため、産業廃棄物最終処分場の周辺地下水等の検査を行う。

産業廃棄物最終処分場の周辺地下水等の検査
　対象施設１５施設、年１回以上
　管理型最終処分場（３施設）のダイオキシン類調査

[予算額および指標の推移等]
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別紙1

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 廃棄物対策 G

1 ■ ■ 20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 22 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

6,961 8,258

6,961 8,258

6,481 6,995

4 4

5

1 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

5,031

4,744

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

２２年度

5,031

最終処分場の安定化に要する期間についての研究を行い、設置管理者に対する適切な行政指導を行う。
（福井県衛生環境研究センター）

浸出水水質検査
電気探査、ボーリング掘削調査、孔内ガス調査
調査結果の解析　等

[予算額および指標の推移等]

Ⅳ

Ⅰ

△ 25.0%

50.0%

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

5,031

継　　続

研究成果を学会で発表している。22年度はさらに、市町担当者等を対象とした説明会を開催し、
研究成果を県内関係者に提供した。

□

整理統合

千　円見　直　し　額

評価に基

づく今後

の 対 応

拡　　充 □

■

□ □

休　　止

そ の 他廃　　止 □

□ 完　　了□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 循環社会推進

事　業
開　始
年　度

事      業      名

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

△ 10.2%

△ 12.1%

国　庫

県　単

その他

平均伸び率

結果分類目標値、指標の積算根拠等

指標

ボーリング調査（本）

（単位：千円）

2 H20.11.19 廃棄物学会（京都）　　H21.9.19 廃棄物資源循環学会（名古屋）　　H22.6.30 調査研修会(坂井)

△ 10.2%当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

研究成果の発表（回）成果の推移

活動 2

H22.11.4 廃棄物資源循環学会（金沢）

終期の見直し□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

財源内訳

[事業の評価]

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

区　　　　　　分

適切な行政審査や管理指導、処分場跡地の早期の再利用に資するため、管理型最終処分場の安定
化促進技術や、ガス発生状況把握と対策の提案に向けた研究を行う。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

最終処分場安定化研究事業 含まれる事業数

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

5,031

水質検査（回）

事業効果

区　　　　　　分

指標
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別紙1

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 資源循環 G

1 □ □ 57 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 29 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

734,786 644,276 567,730 429,869

644,276 592,972 429,869 343,758

545,346 592,972 419,403 313,000

20,316 20,316 19,114 17,772

545,346 592,972 419,403 313,000

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

２２年度

343,758

(財)福井県産業廃棄物処理公社運営資金貸付金 含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

　（財）福井県産業廃棄物処理公社に運営資金の貸付けを行うことにより、公社の健全な運営を図り、もって産業廃棄物の適正な処理を推進し、県民の生活環境の保全と公衆衛生の向上に寄与する。

（財）福井県産業廃棄物処理公社に運営資金の貸付を行う。

事務区分

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

結果分類

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 270,000

平均伸び率

△ 18.4%

270,000

281,305

評価に基

づく今後

の 対 応

千　円見　直　し　額

そ の 他

△ 17.1%

△ 4.3%

△ 14.9%

△ 14.9%

休　　止 完　　了□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

■

運営費を貸し付けることにより、公社の安定した経営状態が保たれている。
□ 終期の見直し拡　　充

（県からの貸付金は減っていかなければならない）

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

（単位：千円）

特　記　事　項

管理型最終処分場整備事業（6号処分場：平成17，18年度）
容量　52,650立方ﾒｰﾄﾙ

未確定 Ⅲ

国　庫

計 画 の 達 成 状 況

指標

県　単

その他

目標値、指標の積算根拠等

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事      業      名

法定受託事務

循環社会推進部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

経過年数

△ 36,870

　19年度に国からの指導もあり、単年度貸付から長期貸付（2年）とした。

 〕　／　整備目標

国　　　　　庫

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境

縮　　減

□ 整理統合

継　　続

処理量（t）

　民間による産業廃棄物処理施設の整備については、地元住民の同意の点から、今後一層困難に
なっていくと考えられるため、公共関与により民間の処理体制を補完する。

その他特定財源

一　般　財　源

318,175

□

□

活動

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

281,305

の推移

区　　　　　　分 事業開始後の見直し状況

事業効果

□ 廃　　止

貸付金（千円）成果

□

指標

-3-



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 監視･指導 Ｇ

4 □ ■ 3 年度 □

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 ■

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

15,103 14,681 13,823 6,493

17,447 14,381 13,823 35,539

14,271 9,721 10,847 7,818

360 360 360 1,033

12 15 13 16

158 175 130 159

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

15,000

産業廃棄物不法投棄対策事業 含まれる事業数

[予算額および指標の推移等]

２２年度

37,311当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 27,368
結果分類

103.2%

28.2%

10.9%

区　　　　　　分 平均伸び率

［事業内容］

[事業目的]

廃棄物の不適正処理の未然防止および早期発見に努める。

・廃棄物不適正処理監視
　　休日および夜間における廃棄物の不法投棄や不適正処理の監視体制を強化
　　不法投棄が疑われる現場周辺の水質等検査体制の整備、監視資機材の購入
・不法投棄廃棄物処理事業
　　不法投棄廃棄物の撤去支援
・不法投棄等未然防止啓発推進事業
・漂着廃棄物適正処理の支援

事務区分

（単位：千円）

事業終了
予定年度

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

1,035

15

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

46.8%

7.1%

1.5%

千　円

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合 □

□

21年度～23年度
　 不適正処理監視事業のうち、監視パトロール事業について「ふるさと雇用再生特別
交付金事業（基金事業）」で実施
   海岸漂着物地域対策推進事業について、「グリーンニューディール基金」で実施
22年度～23年度
   不法投棄等未然防止啓発推進事業について、「ふるさと雇用再生特別交付金事業
（基金事業）」で実施

□ 終期の見直し

見　直　し　額

そ の 他

□

□

休　　止 完　　了

廃　　止

計 画 の 達 成 状 況

指標

■

15年度～
　 不法投棄廃棄物等処理事業、不法投棄等未然防止啓発事業（標語コンクール
は15年度で廃止） （14年度は横断枠、重点枠）
16年度～17年度
　 漂着木材適正処理支援事業（17年度で完了）
　 漂着廃棄物適正処理支援事業（支援対象を19年度に見直し）

国　　　　　庫

157

「不法投棄等発見（対応）件数」は、毎年150件程度となっており、これまで行ってきた監視パト
ロール、通報体制の整備により県民の不法投棄に対する意識が醸成されてきたものと考える。
「不法投棄廃棄物除去」により地域の不法投棄を誘発する箇所が減少し、不法投棄の未然防止に
つながっている。

評価に基

づく今後

の 対 応

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

27,368

区　　　　　　分

　産業廃棄物等の不法投棄による環境破壊行為について、毅然とした対応を行う必要があるた
め、これまで以上の監視体制等の強化により、不法投棄の未然防止と早期発見に努める。
　また、不法投棄廃棄物の除去や漂着廃棄物の早期の清掃・清潔活動を促し、地域の環境保全を
図る必要があることから、引き続き撤去支援を行う。

その他特定財源

[事業の評価]

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境

事      業      名

法定受託事務

経過年数

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

循環社会推進

事　業
開　始
年　度

国　庫

県　単

その他

指標

活動 休日・夜間監視パトロール実施回数

漂着廃棄物適正処理支援事業については、基金事業
（グリーンニューディール基金）として実施すること
とした。（21年度～23年度）

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

財源内訳

決 算 額 の 推 移

事業効果

の推移

行政処分件数

不法投棄等発見（対応）件数成果

一　般　財　源

22,734

4,634

継　　続

□
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別紙1

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 最終処分場対策 G

1 ■ ■ 12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 11 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

83,710 152,786 2,806,764 4,161,635

159,074 138,256 2,789,440 4,132,175

154,401 100,571 1,328,676 3,311,377

1 1 2 2

21 21 21 21

100 100 100 100

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

2,435,215

79,503

区　　　　　　分

事業効果

の推移

平均伸び率

　特別措置法の適用期間中（平成24年度まで）での抜本対策工事の完了に努める。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

1,767,757

587,955

行政検査（場周辺）の検体数

基準適合率（％）成果

環境保全対策協議会の開催回数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

456.8%

477.9%

310.2%

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 循環社会推進

事　業
開　始
年　度

敦賀市民間最終処分場抜本対策事業

□

□■
評価に基

づく今後

の 対 応

拡　　充

そ の 他

100

0.0%

0.0%

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止

□

□整理統合

 〕　／　整備目標

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

（行政検査を行わなければならない箇所が減るのは安全な箇所が増えたことを示す）

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

□
　特別措置法に基づく実施計画により、地域住民の理解と協力を得ながら抜本対策を進める。

継　　続

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

12.5%

見　直　し　額

完　　了

千　円

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

1

21

２２年度

2,469,595

2,435,215

181,210

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な県政

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

敦賀市民間最終処分場からの漏出水の木の芽川への流出防止と処分場の早期安定を図り、生活環境保全上の支障を除去するための抜本対策を行う。

１　漏水防止対策および浄化促進対策
　　　処分場の全周を遮水壁で囲むなどの漏水防止対策と水、空気の注入による廃棄物の浄化促進対策を講じる。
２　浸出液処理施設および木の芽川護岸水処理施設維持管理
　　　処分場内保有水の処理施設および木の芽川護岸への浸出水の処理施設の維持管理を継続する。
３　処分場および周辺環境の監視・放流水検査
　　　処分場内保有水や水処理後の放流水および周辺における水質調査等を実施する。
４　敦賀市民間最終処分場環境保全対策協議会の開催
　　　協議会を開催して、上記の環境監視・検査結果について専門家等の評価をまとめ、今後の管理に資する。

[予算額および指標の推移等]
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別紙1

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 資源循環 G

2 □ ■ 20 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 22 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

4,478 3,984

4,478 3,984

3,503 3,776

1,979 1,895

31

981 949 925 906

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

特別会計
企業会計

会計区分

2,877

3,238

国　庫

県　単

その他

部（庁）

実行予算リサイクルの推進 含まれる事業数

[予算額および指標の推移等]

２２年度

夢と誇りのふるさとづくり

［事業内容］

[事業目的]

　廃棄物処理計画の目標である「1人1日当たり100gのごみ減量化」を達成するため、市町や事業者の取組みを促進するとともに、県民の意識啓発を図る。

＜３R推進メッセージの募集と活用＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜ものを大切にする社会づくり（補助事業）＞
　　・啓発メッセージの募集と表彰　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・「修理工房」等の開催
　　・啓発メッセージによる広報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・修理に関する情報提供
＜県民への３R情報の提供＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ・相談窓口の開催
　　・「おいしいふくい食べきり運動」
　　・漂流漂着ごみ問題の広報
　　・フリーマーケット開催情報等の提供

事務区分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,238
結果分類

△ 14.9%

△ 14.9%

△ 8.0%

区　　　　　　分 平均伸び率

決 算 額 の 推 移

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

■

□

1,710

45

Ⅳ

Ⅰ

Ⅱ

△ 7.0%

45.2%

見　直　し　額 △ 1,883

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合

（単位：千円）

特　記　事　項

□ 終期の見直し

△ 2.6%

指標

そ の 他

□

□

休　　止 完　　了

廃　　止

■

 〕　／　整備目標

予　算　額　（単位：千円）

未確定

啓発メッセージは予定を大幅に上回る応募を得た。また、良いものを長く使うライフスタイルを
提案するため、古本市等を開催している。ごみの排出量も減少してきており、これまでの普及啓
発の成果が現れてきている。

評価に基

づく今後

の 対 応

平成２２年度予算額区　　　　　　分

ごみの減量化、リサイクルの推進は、県民への普及啓発が不可欠であることから、引き続き実施
する。また、産学官が一体となって、事業化されたリサイクルループの構築を目指す。

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

3,238

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境部

事      業      名

法定受託事務

元気な県政

一般会計

補 助 金

そ の 他

循環社会推進

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

経過年数

・事業所等から排出される廃棄物を資源として循環さ
せ、資源循環ビジネスとして事業化させる取組みを拡
充する。
・ごみダイエット推進事業は廃止する。

目標値、指標の積算根拠等

予定値　1,000名

□拡　　充

継　　続

□

目標値　H22：940ｇ　　　県内一廃総排出量÷（県内人口×365日）　※数値が減るほどよい。

千　円

事業効果

の推移

古本市等の開催

1人1日当たりごみ排出量ｇ成果

指標

活動 啓発メッセージ応募者数

[事業の評価]

21年度～
  ３R推進大会を「LOVE・アースふくい 」と同時開催とし、「ものを大切にする社会
づくり」に関する活動を加えた。
22年度～
　 資源循環ビジネス推進協議会等の開催、リサイクル製品の販路拡大の支援を
加えた。

国　　　　　庫

一　般　財　源 3,238

財源内訳
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別紙1

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 廃棄物対策 G

1 □ ■ 21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 23 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

4,062

3,041

3,041

841

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

排出事業者アンケート（社）

[事業の評価]

現計画の期間終了に伴う改定
本県廃棄物の現状を踏まえた施策等の見直し、福井県環境基本計画や廃棄物
をめぐる情勢変化に対応するための見直し国　　　　　庫

一　般　財　源 1,253

財源内訳

予　算　額　（単位：千円）

下段「特記事項」記載の理由により、成果指標なし

決 算 額 の 推 移

事業効果

の推移

検討委員会の開催（回）

成果

指標

活動

事業終了
予定年度

経過年数

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

□

補 助 金

そ の 他

循環社会推進

事　業
開　始
年　度

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境部

事      業      名

法定受託事務

元気な県政

一般会計

新たな廃棄物処理計画の策定に向け、廃棄物の減量化に必要な施策、公共関与のあり方等を検討
した。 評価に基

づく今後

の 対 応

平成２２年度予算額区　　　　　　分

22年度に廃棄物処理計画を改定した。23年度は、計画書を印刷する。

計 画 の 達 成 状 況

1,253

指標

そ の 他

□

□

休　　止 完　　了

廃　　止

■

 〕　／　整備目標

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

21年度　　産業廃棄物の実態調査
22年度　　検討委員会開催。廃棄物処理計画の改定
23年度　　廃棄物処理計画書の作成

本事業は、廃棄物処理にかかる基本計画を策定するものであり、成果指標を定める
ことは相応ない。

□ 終期の見直し

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

整理統合 □

□

5

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

その他特定財源

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,253
結果分類

△ 69.2%

△ 58.8%

△ 67.1%

区　　　　　　分 平均伸び率

廃棄物処理計画策定事業 含まれる事業数

[予算額および指標の推移等]

２２年度

夢と誇りのふるさとづくり

［事業内容］

[事業目的]

　リサイクルをはじめとした循環型社会の推進等、一般廃棄物、産業廃棄物をめぐる状況を踏まえ、「福井県廃棄物処理計画」の改定を行う。

１　産業廃棄物の発生状況、処理状況等調査
　　　調査対象：年間12トン以上の産廃を発生する事業者
２　廃棄物処理計画検討委員会の開催
３　県民パブリックコメントの実施、関係市町への意見聴取

事務区分

特別会計
企業会計

会計区分

1,000

1,253

国　庫

県　単

その他

部（庁）

実行予算
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